
ストック活用型社会における郊外戸建住宅地の活用に関する研究 
－若年層の転出入の動向－ 

 
A Study on Utilization of Suburban Detached Housing Area in Stock-based Society 

－The Younger Generation’s Moving－ 
 

1. はじめに 

(1)研究の背景と目的 

 高度経済成長期以降、都市への人口集中を緩和するべ

く郊外住宅地の開発がさかんに行われた。しかし今日で

は人口の高齢化や減少、地球環境問題等の進展から、こ

れら既存住宅地を維持し、住宅ストックとして活用して

いくことが求められている 1) 2)。この既存住宅地の維持

や継続にあたっては、若い世代の転入を促すことが不可

欠であり、それには若い世代の居住地選択や持家の取得

に関わる住替え行動が大きな鍵を握っていると言える。

したがって既存住宅地に若い世代の転入を促すことによ

り、住宅の活用及び住宅地の活性化を図るにあたっての

問題点を見出すことが本研究の目的である。 

分譲後長期経過した横須賀市の M団地と横浜市金沢区

の T団地を対象としたアンケート調査を実施し、まず対

象団地から転出した子世代の住宅種類や居住地を把握す

る。さらに現在当該団地に居住する同世代の若年世帯の

転入状況や住環境評価及び永住希望を分析する。それら

をもとに転出した子世代が対象団地へ回帰するか、また

若年層が対象団地内の既存住宅を継承する可能性及び回

帰・継承のための要因について考察する。 

 なお本研究は既発表の文献 3)~5)に一部データを加え、

加筆・修正を行ったものである。 

(2)既往研究及び本研究の位置付け 
 戸建住宅居住者の住替え行動に関する先行研究として

は、佐藤ら 6)、古田ら 7)、菊池ら 8)の研究がある。これら

は主として高齢世帯の地域外転出動向の実態を明らかに

することで、住宅供給や住環境整備のための課題を見出

そうとしたものである。さらに本研究と同様に若年層の

住替え動向を分析した研究としては、多摩ニュータウン

の子世代を対象に、親世代との同別居状況や世帯分離後

の住替え先の動向等を把握した北浪らの研究 9)がある。 

また親子間の住宅継承を検討課題とした研究として

は、高齢世帯の住宅更新と居住継続を後継者の有無と関

連させて分析した松本の研究 10) 11)、歴史的居住地域にお

いて同居による世代交替の現状と居住動向を検討し、子
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世代への継承の可能性を考察した牧野らの研究 12)、地方

都市の低・未利用地増加実態と高齢世帯の居住継承や土

地活用に対する意識との関係を明らかにした井川らの研

究 13)、家族間の同居・別居による世帯変化と中高年層の

住宅譲渡意向から次世代への住宅継承パターンを見出し

た鈴木らの研究 14)、遠隔郊外住宅地を対象に親子の居住

形態等から血縁による居住継承の可能性を追究した今井

らの研究 15)がある。 

や長い階段が多い。また M団地にはショッピングセンタ

ーや、市営プールを含む公園、幼稚園等の施設が団地中

央に配置されているのに対し、T 団地では供給時におけ

る生活施設の計画がなく、公園や小・中・高校、個人商

店が散在しているのが実状である。都心からの距離帯は

M団地が 50km 圏、T団地が 40km 圏である（図 1）。 

建築協定については、M

団地では分譲当初から団

地全体に定められている

のに対し、T 団地は定め

られている地区と定めら

れていない地区がある。

両団地の建築協定の内容

を表 2に示す。表より両団地の 大の違いは、敷地分割

に関する規定である。すなわち M団地では一部の未加入

区画を除く全区画で禁止されているが、T団地では「180

㎡未満に分割してはならない」（A地区）、「250㎡未満に

分割してはならない」（B地区）等条件付の禁止である。 

  図1　対象団地の位置

T団地

M団地

神奈川県
 その他石坂ら 16)~18)は住宅土地統計調査や住宅需要実

態調査等の分析から、中古戸建持家市場の特性や、既存

ストック活用により居住者の住宅広さに対する満足度が

どの程度改善されるかについて検証している。 

 以上既往研究では住宅地の維持や既存ストック活用の

可能性を、高齢世帯の住替え行動や子どもへの継承意向

からとらえた研究、あるいは統計調査の分析によりマク

ロ的に検証した研究が多く、継承者となる子世代（若年

層）について分析した研究はほとんどみられない。 

 
2. 対象住宅地の概要  

(1)対象地域・団地の概要 表2 調査対象団地の建築協定の内容 

M団地 T団地

敷地分割 禁止
条件付禁止

（A地区は180㎡未満、
B地区は250㎡未満の分割禁止）

隣地境界
1m以上

（北側は1.5mという区域
もある）

1m以上

北側斜線 5m+1.25L
5m+1.25L

（A地区では5m+0.6L）

用途
一戸建て専用住宅

（診療所等の特例あり）
一戸建て専用住宅

（診療所等の特例あり）

階数 2階以下 2階以下

高高さ 10m 10m（A地区は8m）

軒高 6.5m 7.5m

用途地域
第一種低層

住居専用地域
第一種低層

住居専用地域

建ぺい率・容積率
40%・80%

（角地特例を認めない）
40%・80%

横須賀市及び横浜市金沢区は、首都圏のベッドタウン

として宅地開発が行われ、神奈川県の中でも戸建住宅団

地が多い地域である。またこの地域では供給戸数 400戸

以上 19)と大規模で、着工後 40 年以上が経過した団地が

多いことを考慮し、M 団地（横須賀市）と T 団地（横浜

市金沢区）を調査対象として選定した。対象団地の概要

を表 1、位置を図 1に示す。 

表より、両団地の違いとしては、団地内の環境や施設

計画、都心からの距離、建築協定の有無等が挙げられる。

まず団地内の環境は、M 団地は東京湾沿岸の埋め立てに

より形成された平坦な地域であるのに対し、T団地は丘 

 陵地を造成した団地であるため、団地内に急勾配の坂道 

なお参考として T団地の敷地分割可能地区を対象に、宅

地の区画数と平均敷地面積注1)を住宅地図 20)から算出し、

分譲後約 20年経過した 1982 年から現在までの経年変化

を増減率と共に示したのが表 3である。表より対象地区

では 1982 年から 2006 年の間に区画数は 275 区画（全体 

 

表1 調査対象団地の概要 

M団地 T団地

所在地
横須賀市東部

（東京湾沿岸部埋立て）
横浜市金沢区北部

（丘陵地造成）

都心からの距離帯 50㎞圏 40㎞圏

分譲開始時期 1960年代後半 1960年代

事業主体 民間鉄道会社 民間鉄道会社

住宅種類
戸建住宅、

ﾃﾗｽﾊｳｽ、集合住宅
戸建住宅

供給戸数と区画数
(戸建住宅）

1,119区画 2,636区画

生活施設
団地中央に

計画的に配置
供給時の配置計画

はない

建築協定の有無 あり 一部あり

 

表3 T団地敷地分割可能地区の区画数と平均敷地面積の変化 

区 画 数 増 減 率
平 均 敷 地
面 積 (㎡ )

増 減 率

1 9 8 2 年 1 ,0 1 0 ― 1 7 0 .7 ―
1 9 8 8 年 1 ,0 6 2 5 .1 % 1 6 2 .3 - 4 .9 %
1 9 9 4 年 1 ,1 3 2 6 .6 % 1 5 2 .3 - 6 .2 %
2 0 0 0 年 1 ,2 0 5 6 .4 % 1 4 3 .1 - 6 .0 %
2 0 0 6 年 1 ,2 8 5 6 .6 % 1 3 4 .2 - 6 .2 %



の 27.2%）増加しているのに対し、平均敷地面積は 36.5

㎡（全体の 21.4%）減少している。また区画数の増減率

と平均敷地面積の減少率は、共に 1980 年代よりも 1994

年以降に大きくなっていることから、当該地区では敷地

分割が近年特に進行していると言える。 

(2)対象団地の人口・世帯数の変化注2) 
M 団地の人口は平成 7 年より減少傾向が続いている。

その減少率は近年ほど大きく、世帯数も平成 17年には減

少に転じている（図 2上部左）。また年齢別人口構成は、

10 年前と比較して 60 歳以上人口は増加しているが、若

年人口(30 代を除く)と中年人口がそれぞれ減少してい

る（図 2上部右）。 

 一方T団地では人口が平成17年に初めて減少している。

世帯数は増加傾向が続いているが、その増加率は小さい

ことから、世帯数の減少も今後は予想される（図 2下部

左）。なお年齢別人口構成は 50歳以上人口の増加、若年

人口の減少という状況にある（図 2下部右）。 

以上より、両団地とも人口の高齢化と減少が進展して

おり、団地を良好な状態で継承し、活性化させていくた

めには、比較的若い世代の転入が必要になると言える。 

したがって対象団地において居住世帯へのアンケー

ト調査を実施し、結果の分析・考察を通して、転出した

子世代を含む若い世代の転入の可能性を検討することの

意義は大きいと思われる。 

 

図2 対象団地を含む町丁目の人口・世帯数の変化（左）、 

年齢別人口構成の変化（右） （資料：住民基本台帳による） 

 

3. アンケート調査及び対象者の概要 
アンケート調査は両団地の戸建住宅居住世帯を対象

に実施した。M団地では 2005 年 9月に、自治会（加入率

95%以上）を通じて調査票を配布・回収した。また T団地

では 2006 年 9月に、各戸へポスティングにて配布した後

郵送回収した注3)。配布・回収状況を表 4に示す。本研究

表4 調査票の配布・回収状況 

配布数 回収数 有効数　（回収率）

M団地 1,075票 538票 481票　（44.7%)

T団地 2,289票 530票 487票*　（21.3%)

* 敷地分割可能地区は154票、分割不可地区は333票である。

 

では回答者の年齢や世帯構成等が明らかなケースのみ分

析対象とする。調査内容は、住宅規模、住宅改善実施状

況、前住宅と居住地及び住替え理由、世帯構成の変化、

別居子の世帯・住宅状況、住環境評価、定住・移住希望、

一般的な生活観・住居観等である。 

対象世帯は世帯年齢注4)50～70 歳代が中心であり、M団

地が 85.1%を占めるのに対し、T団地は 76.8%とやや少な

い（表 5）。一方、40歳代以下の若年世帯は T団地では約

2 割（17.7%）を占め M 団地（11.2%）よりも多い。した

がって世帯構成は、M 団地は「夫婦のみ世帯」（41.0%）

が、T 団地は「夫婦と子の世帯」（46.0%）が も多くな

っている。 

対象住宅の規模を表 6 に示す。敷地面積は、M 団地の

場合 150 ㎡以上 250 ㎡未満（73.8%）に集中している。そ

れに対して T団地では 150 ㎡以上 250 ㎡未満（51.1%）が

半数と一番多いが、250㎡以上の大規模敷地（23.2%）も

2割以上を、150 ㎡未満の小規模敷地（12.8%）は 1割を 

占め、分布状況は多様である。各団地の平均敷地面積は

M団地213.2㎡、T団地221.3㎡である。一方延床面積は、

両団地とも 100 ㎡以上 150 ㎡未満（M:54.5%、T:53.8%）

が中心で、平均延床面積は M団地 130.0 ㎡、T団地 129.5

㎡となり両者に違いはない。 
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【T団地】

【M団地】 表 5　アンケート対象世帯の概要 単 位 ：%

世 帯 年 齢  
M 団 地

(N =481 )
T団 地

(N =487 )
世 帯 構 成

M 団 地
(N =481 )

T団 地
(N =487 )

20歳 代 0.4 0 .4 単 身 5.0 4 .3

30歳 代 1.9 5 .2 夫 婦 の み 41 .0 33 .5

40歳 代 8.9 12 .1 夫 婦 と 子 31 .0 46 .0

50歳 代 23 .1 23 .4 二 世 帯 同 居 17 .9 15 .2

60歳 代 39 .5 27 .7 そ の 他 5.1 1 .0

70歳 代 22 .5 25 .7

80歳 以 上 3.7 5 .5

表6　対象住宅の規模 単 位 ：%

敷 地 面 積  
M 団 地

(N=481)
T団 地

(N=487)
延 床 面 積

M 団 地
(N=481)

T団 地
(N=487)

100㎡ 未 満 0.6 2 .7 75㎡ 未 満 1.0 2 .3

100㎡ ～ 2.1 10 .1 75㎡ ～ 13.3 13 .3

150㎡ ～ 42.2 20 .1 100㎡ ～ 25.2 27 .3

200㎡ ～ 31.6 31 .0 125㎡ ～ 29.3 26 .5

250㎡ ～ 9.8 15 .2 150㎡ ～ 8.7 8 .8

300㎡ ～ 1.7 4 .7 175㎡ ～ 2.9 3 .7

350㎡ ～ 1.5 3 .3 200㎡ ～ 2.3 2 .7

不 明 10.5 12 .9 不 明 17.3 15 .4

敷 地 面 積 に 関 す る χ 二 乗 検 定 　P<0 .001



χ二乗検定 P<0.001 

図 3 対象団地から転出した子世代の年齢別世帯構成 

世帯構成不明を除く χ二乗検定 *** P<0.001 

図 4 転出した子世代の居住住宅 

 

4. 転出した子世代の持家取得と居住地移動 
(1)転出した子世代の概要 
対象団地から転出した子世代の持家取得や居住地移

動については、世帯年齢注4)50歳以上の世帯の別居子で、

40歳代以下の者を分析対象とする。なおこれら子世代の

世帯や住宅の状況は、親が回答したものである。 

 分析対象の子世代は M団地が 20歳代以下 66人、30歳

代 206 人、40歳代 100 人の計 372 人、T団地が 20歳代以

下 65人、30歳代 188 人、40 歳代 125 人の計 378 人であ

る。世帯構成は図 3に示すように年齢に応じて変化し、

20歳代以下は単身世帯が半数弱（M:48.5%、T:46.2%）を

占めるが、30歳代以降は夫婦と子の世帯が も多く、特

に 40歳代では 7割以上（M:71.0%、T:74.4%）を占める。 
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【T団地】

(2)持家取得状況と親からの資金援助 
子世代の居住住宅の種類を年齢別・世帯構成別に示し

たのが図 4である。まず持家居住者（戸建持家と分譲マ

ンションの合計）の割合を年齢別にみると、20歳代以下

は M団地の場合は 3割弱（28.8%）を占めるが、T団地で

は 9.3%と少ない。しかし 30 歳代では両団地共に半数以

上を占めるようになり（M:52.4%、T:52.1%）、更に 40歳

代では 8割前後（M:82.0%、T:79.2%）と多くなっている。 

次に世帯構成別では、単身世帯が 2 割前後（24.7%、

17.5%）、夫婦のみ世帯が 4割以上（M:40.9%、T:41.3%）、

夫婦と子の世帯が 7割以上（M:73.2%、T:75.1%）と上昇

する。つまり持家居住者の割合は、ライフステージの進

行に伴い多くなり40歳代や夫婦と子の世帯において7～

8 割となる。また持家の住居形態の割合は、戸建持家と

分譲マンション共に同程度であり、これらの年齢層にお

いては分譲マンションが持家として定着している様子が

窺える。 33 .3%

100 .0%

37 .6%

15 .5%

2 .5%

38 .0%
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26 .9%

16 .7 %

35 .6%

25 .4%

44 .0%

26 .2%

29 .3 %

16 .7%

46 .5%

58 .0%

32 .0%

60 .6%

32 .0%

9 .8%

13 .6 %

12 .1%

33 .3%

12 .1%

22 .2%

16 .7%

18 .9%

13 .0%

6 .1%

6 .9%

3 .0 %

8 .6%

0 .5 %

2 .8%

2 .5%

2 .0%

1 .6%

3 .0%

1 .9%

1 .2%

1 .9%

1 .3 %

0 .5 %

1 .5 %

0 .0 % 20 .0% 40 .0 % 60 .0 % 80 .0% 100 .0
%

そ の 他 （N =6）

親 族 と 同 居 （N =9）

夫 婦 と 子 （N =202）

夫 婦 の み （N =71）

単 身 （N =81）

＜ 世 帯 構 成 別 ＞ 　
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20歳 代 以 下 （N =66）

＜ 年 齢 別 ＞ 　      

全 体 （N =372）

【M 団 地 】

***
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＜ 世 帯 構 成 別 ＞ 　

40歳 代 （N =125）

30歳 代 （N =188）

20歳 代 以 下 （N =65）

＜ 年 齢 別 ＞ 　 　 　 　

全 体 （N =378）

戸 建 持 家 分 譲 マ ン シ ョ ン 賃 貸 住 宅

社 宅 ・官 舎 そ の 他 不 明

【T 団 地 】

***

***

一方、子どもの持家取得に対して資金援助をした親の

割合は、子どもの持家の住居形態（戸建持家、分譲マン

ション）に関わらず、M団地が 4割以上（戸 42.0%、分譲

マ 46.7%）、T団地が約 6割（戸 60.4%、分譲マ 59.8%）で

ある（図 5）。また援助額は住宅取得金額の 1 割程度や、 

2～3 割程度が多いが、T 団地の場合 4～5 割、5 割以上、

全額等、高額援助をした親も 1割前後（戸 9.3%、分譲マ

11.2%）いる。なおこれら高額の援助を受けた子どもは

30歳代の夫婦と子の世帯に多い。 
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そ の 他 不 明

図5 転出した子世代の持家取得に対する親の資金援助 

 

(3)居住地移動 
転出した子世代の居住地は、M 団地の場合「団地内」

4.4%、「徒歩圏内」6.8%、「30 分以内」20.7%、「30 分～1

時間程度」31.9%、「2～3時間」24.8%、「それ以上」11.4%  



住宅種類不明を除く χ二乗検定 *** P<0.001 ** P<0.01 

図6 転出した子世代の居住地 

 

である（N=367、不明を除く）。一方 T団地では「同じ町

内会」注5）4.1%、「徒歩圏内」11.2%、「30 分以内」16.3%、

「30 分～1 時間程度」 37.4%、「2～3 時間」19.8%、「そ

れ以上」11.2%である（N=374、不明を除く）。つまり両団

地とも対象団地内及びその周辺（徒歩圏あるいは 30分以

内で行き来できる場所）の居住者が 3割以上（M:31.9%、

T:31.6%）を占めている。 

これら「団地内（同じ町内会）」、「徒歩圏」、「30 分以

内」を近距離居住者として、年齢別、世帯構成別、住宅

種類別にとらえたのが図 6 である。まず年齢別では、M

団地の場合 20歳代が 28.8%、30 歳代が 31.6%、40歳代が

33.0%となり年齢による違いはみられないのに対し、T団

地では 20 歳代（13.8%）よりも 30 歳代（37.3%）と 40

歳代（31.2%）が多い。 

次に近距離居住者の割合を世帯構成別にみると、両団

地ともに単身世帯（M:17.2%、T:13.8%）よりも夫婦のみ

世帯（M:26.7%、T:32.5%）の方が、さらに夫婦と子の世

帯（M:39.6%、T:39.7%）の方が、その割合が多くなって

いる。また住宅種類別では、賃貸住宅が 2割（M:19.3%、

T:20.4%）、社宅・官舎は 1割未満（M:9.4%、T:6.5%）と

少ないのに対し、分譲マンションは 4～5割（M:41.3%、

T:52.3%）、戸建持家は 3～4割（M:44.0%、T:33.4%）とな

り、近距離居住者は持家に居住している世帯が多いこと

が明らかである。 
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 つまり対象団地から転出した子世代は、結婚や子の誕

生、持家取得に伴う住替えの過程で、それぞれの団地内

及び団地により近い場所に回帰していると考えられる。

したがって団地出身若年層を当該団地及びその周辺住宅

地へ誘導する可能性が示唆できる。 
 
5. 若年世帯の転入状況と住環境評価 
(1)若年世帯の属性  表 7 若年世帯の年齢と世帯構成 

現在対象団地内

に居住する 20～

40 歳代の若年世

帯は M団地の場合

54 世帯で対象世

帯の 11.2%に過ぎ

ない（N=481）。一

方 T団地の場合は

86 世帯で約 2 割

（17.7%、N=487）

を占め、M団地よりもやや多い。 

【M団地】 世帯構成

世帯
年齢 注4)

単身 夫婦
のみ

夫婦
と子

同居
世帯

その
他

総計 （％）

20歳代 2 2 3.7

30歳代 1 7 1 9 16.7

40歳代 3 23 15 2 43 79.6

総計 4 32 16 2 54

（％） 7.4 59.3 29.6 3.7 100.0

【T団地】 世帯構成

世帯
年齢 注4)

単身 夫婦
のみ

夫婦
と子

同居
世帯

その
他

総計 （％）

20歳代 1 1 1.1

30歳代 3 19 2 1 25 29.1

40歳代 2 4 39 15 60 69.8

総計 2 7 59 17 1 86

（％） 2.3 8.1 68.6 19.8 1.2 100.0

また属性としては、両団地とも年齢は 40歳代（M:79.6%、

T:69.8%）、世帯構成は夫婦と子の世帯（M:59.3%、T:68.6%）

がそれぞれ も多い。また M団地では同居世帯が約 3割

を占め T団地よりも多いのが特徴である（表 7）。 

 夫と妻の就業状況注6)を表 8に示す。まず職業について

夫は両団地とも会社員・公務員が 7割以上を占める。妻

は専業主婦(M:40.6%、T:45.3%)が も多いが、有職者（会

社員・公務員、自営業、パート・アルバイト等）も M団

地では51.9%、T団地では44.2%を占め特にM団地に多い。 

また夫の勤務先は団地により異なる。すなわち M団地で 

は居住市内（横須賀市内、41.1%）や神奈川県内（31.4%） 

が多く東京都（21.5%）は 2割にとどまる。それに対して

T団地では東京都（38.8%）が居住市内（横浜市内、35.8%）

や神奈川県内（22.4%）よりも多くなっているが、これは

都心からの距離による違いであると考えられる。なお妻

の勤務先は両団地共に居住市内(64.3%、54.1%)が半数以

上となり、比較的近い場所で働いている。 



表8 夫と妻の就業状況 (3)敷地面積 

会社員・公務員 40 74.0% 11 20.4% 62 72.1% 14 16.3%
自営業（商工） 8 14.8% 6 11.1% 2 2.3% 1 1.2%
パート・アルバイト 10 18.5% 20 23.2%
専業主婦 22 40.6% 39 45.3%
その他の職業 3 5.6% 1 1.9% 3 3.5% 3 3.5%
無職 1 1.9% 3 5.6% 1 1.2%
不明・該当者なし 2 3.7% 1 1.9% 19 22.1% 8 9.3%

合計 54 100.0% 54 100.0% 86 100.0% 86 100.0%

団地（町内会）内 1 2.0% 2 7.1% 1 1.5% 4 10.8%
団地周辺 1 2.0% 1 3.6% 8 21.6%
居住市内 ** 21 41.1% 18 64.3% 24 35.8% 20 54.1%
神奈川県内 16 31.4% 6 21.4% 15 22.4% 3 8.1%
東京都 11 21.5% 1 3.6% 26 38.8% 2 5.4%
その他の地域 1 2.0% 1 1.5%

合計 51 100.0% 28 100.0% 67 100.0% 37 100.0%
* 有職者について。不明除**　M団地は横須賀市内、T団地は横浜市内

職業

Ｍ団地 T団地
夫 妻 夫 妻

勤務先＊

Ｍ団地 T団地
夫 妻 夫 妻

若年世帯が居住する住宅の敷地面積を中高年世帯と

比較し図 7に示す。図より若年世帯の住宅は、M・T団地

共に 200 ㎡未満が 40%以上（M:41.8%、T:43.1%）を占め

る。その内訳をみると、M 団地では 150 ㎡以上 200 ㎡未

満が 39.9%を占めており、100 ㎡以上 150 ㎡未満は 1.9%

にすぎない。また 100 ㎡未満はない。一方 T団地では 150

㎡以上 200 ㎡未満は 19.8%と M 団地の半分程度になり、

100 ㎡以上 150 ㎡未満が 16.3%、100 ㎡未満が 7.0%となっ

ている。なお 200 ㎡以上の分布については類似しており、

特に 250 ㎡以上の大規模敷地が少ないこと（4.3%、7.0%）

が、中高年世帯との違いとして注目できる。 

以上より T団地では M団地に比べて小規模敷地の住宅

に居住する若年世帯の割合が多いことが特徴的と言える。

これは建築協定がなく、敷地分割が可能となる T団地の

場合、年々敷地面積が小規模化しており（表 3参照）、そ

こに若年世帯が居住する傾向にあることを示している。

敷地分割により住宅環境に影響が出ることが懸念される

が、後述（5（5））のように、居住者の【環境】に対する

満足度は、どの世代でも高く保たれている。 

 

(2)対象団地の入居年と現住宅取得方法 
若年世帯の入居

年代を表 9に、現住

宅取得方法を表 10

に示す。まず入居年

代は両団地共 1990 

年代以降が 7～8 割

を占めている。つま

り当該団地で生まれ育った若年世帯よりも、1990 年代以

降に転入した若年世帯の方が多いと言える（表 9）。 

表9　若年世帯の入居年代

1960年代 3 3.5%

1970年代 3 5.6% 2 2.3%

1980年代 9 16.7% 9 10.5%

1990年代 14 25.9% 26 30.2%

2000年以降 26 48.1% 44 51.2%

不明 2 3.7% 2 2.3%

合計 54 100.0% 86 100.0%

Ｍ団地 Ｔ団地
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34.7%

30.5%

36.4%

14.3%
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次に住宅取得方法は、表 10 に示すように両団地共に

中古住宅購入（M:40.7%、T:38.4%）、相続（M:9.2%、T:9.2%）、

親族の土地・住宅を利用（M:5.6%、T:2.4%）、借家・給与

住宅を利用(M:5.6%、T:9.2%)等、多様であり、既存住宅

が若年世帯に利用されていることが確認できる。しかし

土地購入・自己建築（M:18.5%、T:14.0%）や新築建売住

宅購入（M:20.4%、T:25.6%）といった新規分譲の土地や

住宅を購入した世帯も約 4割あることから、近年の新規

分譲が若い世代を呼び込む要因となっているとも言える。 

χ二乗検定 年齢による差 P<0.001 団地による差 P<0.01 

図 7 世帯年齢別 現住宅の敷地面積（敷地面積不明を除く） 

 

 (4)居住歴及び転入経緯 

若年世帯の居住

歴を表 11 及び表

12に示す。前住宅

としては戸建持家、

分譲マンション、

賃貸マンション、

社宅・官舎、戸建

借家、親族の家に

同居など多様であり、持家の一次取得層（M:57.5%、

T:61.6%）、二次取得層の双方が転入している。また戸建

持家からの住替えは、M団地の方が1割程度多い。（表11） 

表11　若年世帯の前住宅種類

戸建持家 16 29.6% 17 19.8%
分譲マンション 7 12.9% 16 18.6%
戸建借家 3 5.6% 6 7.0%
賃貸マンション 17 31.5% 28 32.5%
社宅・官舎 8 14.8% 15 17.4%

親族の家に同居 3 5.6% 2 2.3%

その他 1 1.2%
不明 1 1.2%

合計 54 100.0% 86 100.0%

Ｍ団地 Ｔ団地 

表10　若年世帯の現住宅取得方法

土 地 購 入 ・自 己 建 築 10 18.5% 12 14.0%

新 築 建 売 住 宅 購 入 11 20.4% 22 25.6%

中 古 住 宅 購 入 * 22 40.7% 33 38.4%

相 続 5 9.2% 8 9.2%

親 族 の 土 地・住 宅 利 用 ** 3 5.6% 2 2.4%

借 家 ・給 与 住 宅 利 用 3 5.6% 8 9.2%

その 他・不 明 1 1.2%

合 計 54 100.0% 86 100.0%

*購 入後 更 地 にして自 己建 築したケースを含 む

**親族の家に同居、親族の家貸借、親所有の土地に建築

Ｍ団地 Ｔ団地



 

前住地は表 12に示すように、M団地では横須賀市（同 

鉄道沿線）が半数以上を占めており、同じ団地内を含め

ると、6 割以上が現居住市内のしかも同じ沿線上で住替

えている。T 団地も富岡西・能見台地区注 4)（25.6%）や

横浜市（同鉄道沿線）（26.7%）が多く、対象地区内やそ

の周辺から転入している。しかし横須賀市・横浜市以外 

の神奈川県（5.8%）、東京都（9.3%）、その他の地域（9.3%）

等の遠方に居住していた世帯が約 1/4 を占めるのが、M

団地との違いである。 

これら前住地別に住替え理由をみると（表 12）、M 団

地の場合、同団地内での住替え世帯は 5件中 3件が「同

居・近居」であり（その他は「間取り改善」が 1件、「持

家取得」が 1件）、団地内での住替えは、親世帯との同居

や近居が主たる理由となっている。それに対して横須賀

市内あるいはより遠方からの住替え世帯では、「戸建に

住む」（41.7%、30.8%）や「持家取得」（27.8%、38.5%）

の他、「立地・環境改善」（52.8%、46.2%）が多いのが目 

表12　若年世帯の前住地と住替え理由
前住地 住替え理由（3つまで回答）
同じ団地内 5 9.3%

横須賀市（同鉄道沿線） 30 55.5%
横須賀市（他鉄道沿線） 6 11.1%

横浜市（同鉄道沿線） 2 3.7%
横浜市（他鉄道沿線） 2 3.7%

神奈川県(横須賀・横浜市以外） 5 9.3%
東京都 2 3.7%
その他の地域 2 3.7%

注）選択率25%以上の項目を表示

前住地 住替え理由（3つまで回答）
富岡西・能見台地区 22 25.6%

横浜市（同鉄道沿線） 23 26.7%
横浜市（他鉄道沿線） 14 16.2%

横須賀市（同鉄道沿線） 4 4.7%

横須賀市（他鉄道沿線） 1 1.2%

神奈川県(横須賀・横浜市以外） 5 5.8%

東京都 8 9.3%

その他の地域 8 9.3%

不明 1 1.2%

注）選択率25%以上の項目を表示

持家取得（50.0％）、家族増加
（45.5％）、広さ・間取り（45.5％）、
戸建に住む（31.8％）

戸建に住む（45.9％）、持家取得
（37.8％）、広さ・間取り（32.4％）、
家族増加（29.7％）、立地・環境
（29.7％）

戸建に住む（44.0％）、同居・近居
（40.0％）、持家取得（36.0％）

Ｍ団地(N=54)

Ｔ団地(N=86)

立地・環境（52.8％）、戸建に住む
（41.7％）、広さ・間取り（41.7％）、
持家取得（27.8％）

立地・環境（46.2%)、持家取得
（38.5％）、戸建に住む（30.8％）、
広さ・間取り（30.8％）

同居・近居（60.0％）

立つ。中でも持家二次取得層に「立地・環境改善」を理

由に住替えた世帯が多く、M 団地では持家取得世帯だけ

でなく、住環境改善を目的とした持家住替え世帯も転入

していると言える。 

一方 T団地では、富岡西・能見台地区注4)内で住替えた

場合は「家族増加」「広さ・間取り改善」が多く、横浜市

内からの住替えの場合はさらに「立地・環境改善」も加

わる。また上記以外の地域から住替えた場合は「同居・

近居」が 4割を占め、親世帯との同・近居は若年世帯が

遠方から転入する主な理由となっている。 

(5)住環境評価と住宅地内に欲しいスペース・施設 
若年世帯と中高年世帯の住環境評価（【立地・交通】、

【環境】、【教育・福祉】、【日常生活】、【経済性】、【敷

地・建物】の 6分野 39項目）を図 8に示す。なお図中の

点数は「非常に満足」を 2点、「やや満足」を 1点、「や

や不満」を-１点、「非常に不満」を-2点として算出した

平均値である。 

   平 均 値 の 差 の 検 定 Ｍ 団 地 　 　 t < 0 . 0 1   街 の 治 安 、 高 齢 施 設 、 行 政 福 祉 　 ／ t < 0 . 0 5   街 並 み ・ 景 観

Ｔ 団 地 　   t < 0 . 0 1   騒 音 、 保 育 園 、 郵 便 局 等 、 馴 染 み

　 　 　 　 　 t < 0 . 0 5   坂 道 な し 、 街 並 み ・ 景 観 、 ま ち づ く り

図 8　 年 齢 別 　 住 環 境 評 価
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表14 今後の永住希望 図より若年世帯の満足度が高い項目（平均値が 1.5点

以上）は、M団地では「 寄り駅から近い」「坂道がない」

「採光・日照の条件がよい」「騒音が少ない」「街並み・

景観がよい」「海や山に近い」「地域のイメージがよい」

「持家である」「駐車場が確保されている」の 9項目が挙

げられているが、Ｔ団地では「緑地や公園が多い」の 1

項目のみである。 

永住
希望

(N=34)

 *住替
  希望
  (N=20)

永住
希望

(N=37)

 *住替
  希望
  (N=49)

63.0% 37.0% 43.0% 57.0%

合計 85.7% 14.3% 50.0% 50.0%

土地を購入し自己建築 90.0% 10.0% 66.7% 33.3%

新築建売住宅購入 81.8% 18.2% 59.1% 40.9%

合計 53.3% 46.7% 39.5% 60.5%

中古住宅購入*** 40.9% 59.1% 39.4% 60.6%

相続 20.0% 80.0% 40.0% 60.0%

親族の土地・住宅を利用**** 33.3% 66.7% 100.0%

非常に満足 86.7% 13.3% 76.5% 23.5%

やや満足 53.3% 46.7% 33.9% 66.1%

やや不満 50.0% 50.0% 25.0% 75.0%

非常に不満 - - - -

*「近い将来住替えたい」、「いずれ住替えたい」、「住替えたいが難しい」、「分からない」

χ二乗検定　 現住宅取得方法と住環境総合評価について　 P<0.001

T団地M団地

住環境
総合評価

全体

現
住
宅
取
得
方
法

新築
住宅

既存
住宅

**一方、満足度の低い項目（平均値が 0.0 点未満）は、

M団地が「高齢者施設・サービスが充実」「飲食店が多く

便利」「防犯性が高い」の 3項目であるのに対し、T団地

では「坂道がない」「飲食店が多く便利」「郵便局や役所

等の利用が便利」「行政・福祉サービスが充実」「バリア

フリー対応の住宅である」「防犯性が高い」「緊急時の通

報設備が整っている」の 7項目が挙げられている。なお

総合評価の点数は M団地 1.3 点、T団地 1.1 点である。 

 

若年世帯は地域施設の利便性や行政・福祉サービスの充

実を求めていると考えられる。なお T団地で「馴染みが

深い」の評価が低いのは、遠方から住替えてきた世帯が

多いことによる。 以上より、全体的に T団地の方が M団地よりも評価が

低く、これは【立地・交通】への満足度の違いによる処

が大きいと考えられる。また両団地とも【環境】に関す

る項目は満足度が高いが、【教育・福祉】や【日常生活】、

【敷地・建物】に関する項目は満足度が低いと言える。 

次に全体的に住環境評価の低い T団地における、団地

内に欲しいスペースや施設を表 13 に示す。表より、40

歳以下の若年世帯の場合は「子どもの室内遊び場」「来客

用駐車場」「立ち寄って話ができる場所」「お茶や軽食が

とれる場所」等が上位を占めることから、子どものため

のスペースあるいは住民・来客との交流の場を希望して

いる。それに対して 50歳以上の中高年世帯は、「ミニ図

書館」「食料品・日用品の移動店舗」「住民が使う菜園」 

さらに 50歳以上の中高年世帯の評価と比較した結果、

両団地とも総合評価としては年齢によらず同じ点数をつ

けているが、各項目ごとの評価点については、若年世帯

の方が過半数の項目で低い評価をしている。特に中高年

世帯に比べて満足度が低い（平均値が 0.4 点以上低い）

項目としては、「行政・福祉サービスが充実」が両団地で

挙げられている他、M団地では「医療施設が充実」「高齢

者施設・サービスが充実」注7)、T団地では「坂道がない」

「郵便局や役所等の利用が便利」「馴染みが深い」となり、 

「ミニ公園」等の日常生活や趣味活動に関連した施設や、 

「住民の親や子が優先的に利用する賃貸住宅」「建替

え・増改築時の仮住まい」など一時的に利用する住宅を

希望している。 

以上より若年世帯の住環境評価と団地内に希望する

スペース・施設は中高年世帯の傾向とは異なる。したが

って対象団地に若年世帯の転入を促すには、若年世帯の

希望に沿った行政・福祉サービスの拠点、子どもの室内

遊び場、来客用駐車場などの住環境整備が必要である。 

 

表13 T 団地内に欲しいスペース・施設     （複数回答） 
40歳以下
（N=86）

50歳代
（N=114）

60歳代
（N=135）

70歳以上
（N=155）

子どもの室内遊び場 37.2% 30.7% 28.9% 24.5%

来客用駐車場 34.9% 28.9% 27.4% 21.9%

住民が立ち寄って話ができる場所 34.9% 35.1% 29.6% 23.9%

お茶を飲んだり軽食がとれる場所 27.9% 11.4% 8.9% 6.5%

ミニ図書館 22.1% 34.2% 29.6% 36.8%

住民の親や子が優先的に利用する賃貸住宅 22.1% 25.4% 18.5% 13.5%

食料品・日用品の移動店舗 22.1% 23.7% 23.7% 26.5%

住民が使う菜園 19.8% 23.7% 25.2% 10.3%

アトリエや工房 18.6% 19.3% 8.1% 5.2%

クリスマス会などの行事を行う場所 18.6% 19.3% 8.1% 5.2%

ミニ公園 16.3% 16.7% 20.7% 30.3%

高齢者向けのデイサービスセンター 16.3% 11.4% 9.6% 8.4%

建替え・増改築時の仮住まい 15.1% 21.1% 23.0% 16.1%

住民用の駐車スペース 12.8% 17.5% 17.0% 11.0%

サークル活動や趣味の集まりの場 8.1% 5.3% 9.6% 12.3%

絵画や写真作品の展示ギャラリー 7.0% 12.3% 11.9% 8.4%

地域内の巡回バス 7.0% 9.6% 5.9% 3.2%

フリーマーケット会場 4.7% 10.5% 5.9% 7.7%

希望なし 15.1% 21.9% 25.2% 42.6%

注）40代以下の世帯の希望が多い順に表示、網掛けは希望世帯が25％以上のもの

(6)今後の永住希望 

永住希望世帯と住替え希望世帯（「近い将来住替えた

い」、「いずれ住替えたい」、「住替えたいが難しい」、「分

からない」の合計）の割合を現住宅取得方法別及び住環

境総合評価別にとらえたのが表 14である。表より、各団

地における永住希望世帯の割合は、M団地が 63.0%、T団

地は 43.0%である。また住宅取得方法別では両団地とも

に新築住宅居住世帯（M: 85.7%、T: 50.0%）が既存住宅

居住世帯（M: 53.3%、T: 39.5%）より永住希望が多い。 



(2) 若年世帯の転入を促す要因の一つとして、住環境関

連の 39項目について評価を行い、【環境】に関する項目

（M 団地では【立地・交通】に関する項目も）の満足度

は高いものの、【教育・福祉】、【日常生活】、【敷地・建物】

に関する項目の満足度は低いことを明らかにした。また

若年世帯は中高年世帯と比べると満足度の低い項目が多

く、日常生活の利便性やサービスの充実を求めている。

特に団地内に希望する施設・スペースとしては、子ども

のためのスペースや来客用の駐車場、住民同士の交流（会

話や飲食）の場が挙げられ、中高年世帯の希望とは異な

っている。 

表15 現住宅取得方法と住環境総合評価の関係 

M団地
(N=51)

T団地
 (N=77)

合計 1.24 0.94

土地を購入し自己建築 1.20 1.06

新築建売住宅購入 1.27 1.00

合計 1.03 0.88

中古住宅購入*** 0.95 0.97

相続 0.80 0.75

親族の土地・住宅を利用**** 0.67 0.00

*「非常に満足」を+2点、「やや満足」を+1点、「やや不満」を-1点として

　平均点を算出したもの

*借家・給与住宅とその他を除く

**中古住宅購入には、購入後更地にして自己建築したケースを含む

***親族の家に同居、親族の家を借りている、親所有の土地に自己建築

平均値の差の検定　  t<0.01

住環境総合評価*

現
住
宅
取
得
方
法

新築
住宅

既存
住宅

**

 

したがって若年世帯の希望に沿った行政・福祉サービ

スの拠点、子どもの室内遊び場、来客用駐車場などの住

環境整備を行うことによって、若年世帯の転入及び居住

を促進することができるようになると考えられる。 一方、住環境総合評価と永住希望の関係は、評価が高

い（非常に満足）（M: 86.7%、T: 76.5%）世帯で永住希望

が多い。そこで、現住宅取得方法の違いによる住環境総

合評価をみると、表 15に示すように、両団地とも新築住

宅居住世帯（M: 1.24 点、T: 0.94 点）の方が既存住宅居

住世帯（M: 1.03 点、T: 0.88 点）よりも評価が高いこと

が示される。 

(3) 両団地では若年転入世帯の 6割以上が既存住宅（中

古住宅、借家、相続等）に居住している。このことは、

転出した子世代が、回帰、継承すべき親世代の住宅が中

古の状態であっても、転入・居住する可能性があること

を示している。 

 一方、住宅取得方法と住環境総合評価及び永住希望の

分析により、既存住宅居住世帯では、新築住宅居住世帯

に比べて住環境総評価が相対的に低く、しかも永住希望

の割合も少なくなることを示した。つまり継承者が当該

団地の既存住宅に回帰しても、必ずしも永住するとは限

らないことも予測される。 

以上より、新築住宅居住世帯は既存住宅居住世帯に比

べて対象団地の住環境を総合的に高く評価し、それが永

住希望の割合の多さにつながっているものと推察される。 

 

6. まとめ 
分譲開始後 30～40 年以上が経過した横須賀市 M 団地

及び横浜市金沢区 T団地における、若年層の回帰・継承

の可能性と問題点について、本研究により明らかとなっ

た点を以下に述べる。 

(4) 既存住宅地継承の可能性を団地の特性（建築協定の

有無）との関連からとらえた。T 団地のように建築協定

による分割制限がない住宅地では、環境に与える影響に

配慮しつつ大規模敷地の分割を行うことで、住宅地とし

ての良好性を損なわずに比較的小規模のストック整備を

推進しやすい。したがって若年世帯の転入の容易な住宅

地として継承される可能性がある。 

(1)対象団地から転出した子世代の住宅種類及び居住地

としては、団地内及びその周辺（30分以内で行き来でき

る場所）が多く（M団地・T団地共に約 3割）、住宅種類

別では両団地とも持家が借家を上回っている。  それに対し M団地のように、建築協定が定められてい

る場合は、敷地面積を維持しつつ住宅地の良好性が保た

れるため、より良い住環境を求める持家の二次取得者層

には利用しやすい。しかし新規転入の若年層にとっては

比較的敷地規模の大きな住宅ストックが多いため取得し

にくくなっている。したがって中高年層の新規参入を対

象とした、住環境の維持・改善を図ることが、住宅地の

活性化につながるであろう。 

 一方現在対象団地に居住する若年世帯は、対象団地内

やその周辺地域から転入した世帯が両団地とも過半数を

占める。また転入若年世帯の前住宅における持家率は高

い（M団地 42.5%、T団地 38.4%）ことから、両団地とも

持家の近距離居住者が転入する程の、評価の高い団地で

あると言える。これは、転出した子世代（若年層に属す）

のうちの近距離居住者が、以前の住宅の持家率が高くて

も、現居住地から各々の団地へ回帰してくる可能性が高

いことを示唆していると言える。 

 なお既存住宅地における居住継承の検討にあたっては、

若年層の定着状況についての実態を分析する必要がある。



今後の課題として追求していきたい。 

 

 

【注釈】 

1) 住宅地図から緑地・道路を除く実質宅地面積を算出し、各年の区画

数でそれぞれ除したもの。 
2) Ｍ団地とＴ団地の戸建住宅を含む町丁目の人口及び世帯数であり、

一部にテラスハウス居住者、集合住宅居住者等を含む。 

3) アンケート調査実施にあたり、対象団地自治会に協力を依頼した。M

団地では自治会役員の方々が筆者らの調査内容に強い関心を示し、配

布・回収の協力を得た。一方 T団地では、自治会は関与しない、また

回覧版にて周知はするが、強制はしない、ポスティング＋郵送回収の

方法で実施する、と言う条件で調査実施の許可を得た。したがって M

団地と T団地では調査方法が異なる。 

4) 本研究では評価や意識の分析を行うため、世帯主年齢ではなく回答

者の年齢を採用した。 

5) 町内会役員への事前のヒアリング調査から、T団地では「団地内」の

言葉からイメージする地域の範囲が居住者によって様々であり、当該

団地の範囲が居住者に正確にとらえられていないことが明らかとな

った。これは団地が南北に長く広がっていることや、分譲時期が断続

的であったことが原因と考えられる。そのためT団地の調査では、対

象団地に も近い範囲を示す言葉として居住者により馴染みの深い

「町内会」や「富岡西・能見台地区」を用いた。 

6) 国勢調査データ（H12）の分析より、両団地における就業状況（妻の

有職率、自営業種と家族従業者の割合、東京勤務者の割合等）の違い

は、行政区（横須賀市と横浜市金沢区）による違いであることが見出

された。つまり当該団地の妻の属性は横須賀市や横浜市金沢区の既婚

女性と同様の傾向にあると言える。 
7) Ｍ団地には同居世帯が多いため、親の生活状況を考えて、医療施設

や高齢者施設等の整備状況やサービスに対して不満と評価したと推

察される。 
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